
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも一方が透明な一対の基板と、上記両基板間に挟持された物質層と、上記両基
板の対向面にそれぞれ形成された配向膜とを備え、上記物質層に外場を印加することによ
って表示を行う表示素子であって、
　上記物質層は、

を含み、
　上記各基板における配向膜は、互いに直交する方向に配向処理が施されていることを特
徴とする表示素子。
【請求項２】
　上記 は、電界を印加することによって光学的異方性の程度が変化することを
特徴とする請求項１に記載の表示素子。
【請求項３】
　上記各基板に、
　互いの吸収軸方向が直交するとともに、
　それぞれの吸収軸方向が、上記両配向膜における配向処理の方向と直交または平行とな
るように設けられた、偏光板を備えていることを特徴とする請求項１に記載の表示素子。
【請求項４】
　上記配向膜は、有機薄膜からなることを特徴とする請求項１に記載の表示素子。
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【請求項５】
　上記配向膜は、ポリイミドからなることを特徴とする請求項４に記載の表示素子。
【請求項６】
　上記 は、負の誘電異方性を有する棒状分子を含むことを特徴とする請求項２
に記載の表示素子。
【請求項７】
　上記 は、ネガ型液晶性化合物を含有していることを特徴とする請求項２に記
載の表示素子。
【請求項８】
　上記 に、カイラル剤が添加されていることを特徴とする請求項１に記載の表
示素子。
【請求項９】
　上記 は、カイラル物質であることを特徴とする請求項１に記載の表示素子。
【請求項１０】
　上記 は、電界の２次に比例して屈折率が変化することを特徴とする請求項２
に記載の表示素子。
【請求項１１】
　上記 は、有極性分子を含有することを特徴とする請求項２に記載の表示素子
。
【請求項１２】
　上記 は、
　外場無印加時に光学的等方性を示し、
　外場を印加することによって光学的異方性が発現することを特徴とする請求項１に記載
の表示素子。
【請求項１３】
　上記 は、
　外場無印加時に光学的異方性を示し、
　外場を印加することによって光学的異方性が消失して、光学的等方性を示すことを特徴
とする請求項１に記載の表示素子。
【請求項１４】
　上記 を構成する分子は、
　外場印加時もしくは外場無印加時に光学波長未満の秩序構造を有し、外場を印加するこ
とによって秩序構造が変化することを特徴とする請求項１に記載の表示素子。
【請求項１５】
　請求項１～１４のいずれかに記載の表示素子を備えていることを特徴とする表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、高速応答かつ広視野の表示性能を有する表示素子および表示装置に関するも
のである。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示素子は、各種表示素子のなかでも薄型で軽量かつ消費電力が小さいといった利
点を有している。このため、テレビやモニター等の画像表示装置や、ワープロ、パーソナ
ルコンピュータ等のＯＡ（ Office Automation）機器、ビデオカメラ、デジタルカメラ、
携帯電話等の情報端末などに備えられる画像表示装置に広く用いられている。
【０００３】
　液晶表示素子の液晶表示方式としては、従来、例えば、ネマチック（ネマティック）液
晶を用いたツイステッドネマチック（ＴＮ）モ－ドや、強誘電性液晶（ＦＬＣ）あるいは
反強誘電性液晶（ＡＦＬＣ）を用いた表示モード、高分子分散型液晶表示モ－ド等が知ら
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れている。
【０００４】
　これらの液晶表示方式のうち、例えば、ＴＮモードの液晶表示素子は、従来から実用化
されている。しかしながら、ＴＮモードを用いた液晶表示素子には、応答が遅い、視野角
が狭い等の欠点があり、これらの欠点は、ＣＲＴ（ cathode ray tube）を凌駕する上で大
きな妨げとなっている。
【０００５】
　また、ＦＬＣあるいはＡＦＬＣを用いた表示モ－ドは、応答が速く、視野角が広いとい
った利点を有してはいるものの、耐ショック性、温度特性等の面で大きな欠点があり、広
く実用化されるまでには至っていない。
【０００６】
　さらに、光散乱を利用する高分子分散型液晶表示モ－ドは、偏光板を必要とせず、高輝
度表示が可能であるが、本質的に位相板による視角制御ができない上、応答特性の面で課
題を有しており、ＴＮモードに対する優位性は少ない。
【０００７】
　これら表示方式は、何れも、液晶分子が一定方向に整列した状態にあり、液晶分子に対
する角度によって見え方が異なるため、視角制限がある。また、これら表示方式は、何れ
も、電界印加による液晶分子の回転を利用するものであり、液晶分子が整列したまま揃っ
て回転するため、応答に時間を要する。なお、ＦＬＣやＡＦＬＣを用いた表示モードの場
合、応答速度や視野角の面では有利であるが、外力による非可逆的な配向破壊が問題とな
る。
【０００８】
　一方、電界印加による液晶分子の回転を利用するこれらの表示方式に対して、二次の電
気光学効果を利用した電子分極による表示方式が提案されている。
【０００９】
　電気光学効果とは、物質の屈折率が外部電界によって変化する現象である。電気光学効
果には、電界の一次に比例する効果と二次に比例する効果とがあり、それぞれポッケルス
効果、カー効果と呼ばれている。特に、二次の電気光学効果であるカー効果は、高速の光
シャッターへの応用が早くから進められており、特殊な計測機器において実用化されてい
る。
【００１０】
　カー効果は、１８７５年に J. Kerr（カー）によって発見されたものであり、これまで
に、カー効果を示す材料としては、ニトロベンゼンや二硫化炭素等の有機液体が知られて
いる。これら材料は、例えば、前記した光シャッター、光変調素子、光偏光素子、あるい
は、電力ケーブル等の高電界強度測定等に利用されている。
【００１１】
　その後、液晶材料が大きなカー定数を有することが示され、光変調素子、光偏向素子、
さらには光集積回路応用に向けての基礎検討が行われ、前記ニトロベンゼンの２００倍を
越えるカー定数を示す液晶化合物も報告されている。
【００１２】
　このような状況において、カー効果の表示装置への応用が検討され始めている。カー効
果は、電界の二次に比例するため、電界の一次に比例するポッケルス効果と比較して、相
対的に低電圧駆動を見込むことができる上、本質的に、数マイクロ秒～数ミリ秒の応答特
性を示すため、高速応答表示装置への応用が期待される。
【００１３】
　ところで、カー効果を表示素子へ応用展開するにあたっての、実用上の大きな問題の一
つは、従来の液晶表示素子と比較して駆動電圧が大きいことである。この問題に対して、
例えば特許文献１では、ネガ型液晶性を有する分子を配向させる表示素子において、基板
表面にあらかじめ配向処理を施しておき、カー効果が発現しやすいような状態を作り出す
手法が提案されている。
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【００１４】
　特許文献１に記載されている表示素子では、一対の基板間にネガ型液晶性を有する分子
が挟持されている。ここで、ネガ型とは、誘電異方性が負であるタイプを意味する。また
、両基板の内側には電極がそれぞれ形成されており、電極表面にはラビング処理を施され
た配向膜が形成されている。また、両基板の外側には、偏光板が、互いの吸収軸が直交す
るように配設されている。また、両電極の表面に形成された配向膜のラビング方向は、互
いに反平行または平行になるように形成されており、かつ、偏光板の吸収軸と４５度の角
度をなすように配置されている。
【００１５】
　このような構成からなる、特許文献１の表示素子では、両電極間に電界を印加して基板
法線方向に電界を発生させた場合、ネガ型液晶性を有する分子の分極が電界方向に配向す
ると共に、分子の長軸方向はラビング方向に平行になるように配向する。これにより、特
許文献１の表示素子では、電界印加によって透過率が上昇する光学応答性を発揮する。
【特許文献１】特開２００１－２４９３６３号公報（公開日２００１年９月１４日）
【非特許文献１】斉藤　一弥、徂徠　道夫 ,「光学的に等方性である珍しいサーモトロピ
ック液晶の熱力学」 ,液晶 ,第５巻 ,第１号 ,ｐ .２０－２７ ,２００１年
【非特許文献２】山本　潤 ,「液晶マイクロエマルション」 ,液晶 ,第４巻 ,第３号 ,ｐ .２４
８－２５４ ,２０００年
【非特許文献３】白石　幸英、外４名 ,「液晶分子で保護したパラジウムナノ粒子－調製
とゲスト -ホストモード液晶表示素子への応用」 ,高分子論文集 ,Ｖｏｌ .５９ ,Ｎｏ .１２ ,
ｐ .７５３－７５９ ,２００２年１２月
【非特許文献４】「 Handbook of Liquid Crystals」 , Vol.1, p.484-485, Wiley-VCH ,19
98
【非特許文献５】米谷　慎 ,「分子シミュレーションでナノ構造液晶相を探る」 ,液晶 ,第
７巻 ,第３号 ,ｐ .２３８－２４５ ,２００３年
【非特許文献６】「 Handbook of Liquid Crystals」 , Vol.2B, p.887-900, Wiley-VCH,19
98
【非特許文献７】山本　潤 ,「液晶科学実験講座第１回：液晶相の同定：（４）リオトロ
ピック液晶」 ,液晶 ,第６巻 ,第１号 ,ｐ .７２－８２
【非特許文献８】 Eric Grelet、外３名「 Structural Investigations on Smectic Blue P
hases」 ,PHYSICAL REVIEW LETTERS, The American Physical Society,23 APRIL 2001,VOL
UME 86,NUMBER 17,p.3791-3794
【非特許文献９】 Shiro Matsumoto、外３名「 Fine droplets of liquid crystals in a t
ransparent polymer and their response to an electric field」 ,1996,Appl. Phys. Le
tt., Vol.69, p.1044-1046
【非特許文献１０】 Norihiro Mizoshita、 Kenji Hanabusa、 Takashi Kato「 Fast and Hig
h-Contrast Elecro-optical Switching of Liquid-Crystalline Physical Gels:Formatio
n of Oriented Microphase-Separated Structures」 ,Advanced Functional Materials, A
PRIL 2003,Vol.13, No.4, p313-317)
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１６】
　しかしながら、特許文献１に開示されている表示素子では、電界無印加時に光漏れが生
じ、コントラストの低下を引き起こすという問題がある。また、電界印加時に色付き現象
が発生するという問題もある。
【００１７】
　本発明は、上記の課題に鑑みてなされたものであり、その目的は、分子の配向秩序を制
御することによって透過率を変化させる表示素子であって、コントラストを向上させ、ま
た、色付き現象を軽減させた表示素子、および該表示素子を備えた表示装置を提供するこ
とにある。

10

20

30

40

50

(4) JP 4027940 B2 2007.12.26



【課題を解決するための手段】
【００１８】
　本発明の表示素子は、上記の課題を解決するために、少なくとも一方が透明な一対の基
板と、上記両基板間に挟持された物質層と、上記両基板の対向面にそれぞれ形成された配
向膜とを備え、上記物質層に外場を印加することによって表示を行う表示素子であって、
上記物質層は、

を含み、上記各基板における配向膜は、互い
に直交する方向に、配向処理が施されていることを特徴としている。
【００１９】
　上記の構成における外場は、上記 の光学異方性の程度を変化させられるもの
であればよく、特に限定されるものではないが、例えば、電界、磁場、光などを用いるこ
とができる。
【００２０】
　また、光学的異方性の程度が変化するということは、屈折率楕円体の形状が変わること
を意味する。すなわち、本発明の表示素子では、外場無印加時と外場印加時における屈折
率楕円体の形状の変化を利用することで、異なる表示状態を実現することができる。
【００２１】
　一方、従来の液晶表示素子では、表示を行うために媒質に電界を印加している。そして
、電界印加時と電界無印加時とで、屈折率楕円体は楕円のままであり、その長軸方向（屈
折率楕円体の向き）が変化（回転）する。すなわち、電界無印加時と電界印加時とにおけ
る屈折率楕円体の長軸方向が変化（回転）することで、異なる表示状態を実現していた。
【００２２】
　このように、従来の液晶表示素子では、液晶分子の配向方向の変化を利用していたため
、液晶固有の粘度が応答速度に大きく影響していた。これに対して、上記の構成では、媒
質における光学的異方性の程度の変化を用いて表示を行う。したがって、上記の構成によ
れば、従来の液晶表示素子のように、液晶固有の粘度が応答速度に大きく影響するといっ
た問題がないので、高速応答を実現することができる。また、本発明の表示素子は高速応
答性を備えているので、例えば、フィールドシーケンシャルカラー方式の表示装置に利用
することもできる。
【００２３】
　また、上記の構成によれば、両配向膜近傍で生じる、配向膜が生じる位相差、あるいは
、配向膜に吸着した分子が生じる位相差の方向が、互いに直交するためにキャンセルされ
る。このため、これらの位相差が透過率に寄与することがない。したがって、高いコント
ラストを得ることができる。
【００２４】
　また、上記の構成によれば、外場印加時または外場無印加時に、上記 を構成
する分子を、一方の基板から他方の基板にかけて、上記分子の配向方向が順次異なってい
る捩れ構造となるように、上記分子を配向させることができる。これにより、分子が有す
る屈折率の波長分散に起因する色付き現象を抑制することができる。
【００２５】
　したがって、上記の構成によれば、分子の配向秩序を制御することによって透過率を変
化させる表示素子において、コントラストを向上させ、また、色付き現象を軽減させた表
示素子を実現できる。
【００２６】
　なお、上記 の光学的異方性の程度を変化させるための外場としては、表示素
子の設計および駆動制御が容易であることから、電界が好ましい。
【００２７】
　また、上記各基板に、互いの吸収軸方向が直交するとともに、それぞれの吸収軸方向が
、上記両配向膜における配向処理の方向と直交または平行となるように設けられた偏光板
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を備えていてもよい。
【００２８】
　上記の構成によれば、上記両配向膜近傍で発生する位相差の大きさが全く同じでない場
合でも、光漏れの防止効果を向上させることができる。したがって、コントラストをより
向上させることができる。
【００２９】
　また、上記配向膜が、有機薄膜からなるものであってもよい。また、上記配向膜は、ポ
リイミドからなるものであってもよい。
【００３０】
　また、外場として電界を用いる場合、上記 は、負の誘電異方性を有する棒状
分子を含むものであってもよい。ここで、棒状分子とは、分子の形状が構造的に異方性を
有しており、互いに長さの異なる分子の長軸方向と短軸方向とが存在するものを指す。ま
た、外場として電界を用いる場合、上記 は、液晶性化合物を含有していてもよ
い。なお、上記 に含有する液晶性化合物としては、特にネガ型液晶性化合物が
好ましい。ネガ型液晶性化合物では、液晶分子の長軸方向の屈折率，誘電率をそれぞれｎ
ｅ，ε‖ とし、液晶分子の短軸方向の屈折率，誘電率をそれぞれｎｏ，ε⊥ とした場合に
、Δｎ＝ｎｅ－ｎｏ＞０，Δε＝ε‖ －ε⊥ ＜０になる。液晶性化合物を含有している媒
質は、低温側では液晶相を呈するが、高温側では等方相を呈し、容易に光学的等方性を実
現できるので好ましい。
【００３１】
　また、上記 に、カイラル剤が添加されていてもよい。あるいは、上記

は、カイラル物質であってもよい。ここで、カイラル物質とは、 自体がカ
イラル性を示すものである。
【００３２】
　上記いずれかの構成によれば、光学的異方性が発現している状態において、上記

を構成する分子を、左捩れまたは右捩れのいずれかの捩れ構造のみとすることができ
る。このため、左捩れと右捩れの捩れ構造からなるマルチドメインが存在する場合のよう
に、ドメインの境界で透過率が下がってしまうといった問題がなく、透過率を向上させる
ことができる。したがって、コントラストをより向上させることができる。
【００３３】
　また、外場として電界を用いる場合、上記 は、電界の２次に比例して屈折率
が変化するものであってもよい。また、外場として電界を用いる場合、上記 は
、有極性分子を含有するものであってもよい。これらの構成によれば、高速応答特性を備
えた表示素子を実現することができる。
【００３４】
　また、上記 は、外場無印加時に光学的等方性を示し、外場を印加することに
よって光学的異方性が発現するものであってもよい。この場合、屈折率楕円体の形状は、
外場無印加時には球状であり、外場を印加することによって楕円に変化する。また、上記

は、外場無印加時に光学的異方性を示し、外場を印加することによって光学的
異方性が消失して、光学的等方性を示すものであってもよい。この場合、屈折率楕円体の
形状は、外場無印加時には楕円であり、外場を印加することによって球状に変化する。ま
た、上記 は、外場無印加時に光学的異方性を示し、外場を印加することによっ
て、光学的異方性が発現している状態において、その光学的異方性の程度が変化するもの
であってもよい。この場合、屈折率楕円体の形状は、外場印加前後で長軸及び短軸の割合
が変化する（なお、上記楕円としては、ほぼ球状であってもよい）。
【００３５】
　上記の構成によれば、外場印加によって、上記 を構成する分子の秩序構造（
配向秩序）に歪みを生じさせ、当該 の光学的異方性を変化させることができる
。したがって、外場無印加時と外場印加時とで、異なる表示状態を実現することができる
。
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【００３６】
　なお、上記の構成では、 を構成する分子の光学的異方性の変化を用いて表示
を行う。このため、液晶固有の粘度が応答速度に及ぼす影響が小さいので、高速応答を実
現することができる。また、このような外場印加によって分子の秩序構造に生じる歪みは
、温度の影響が小さいので、温度制御が容易となる。また、上記の構成では、
における分子の光学的異方性の変化を用いて表示を行うので、液晶分子の配向方向のみを
変化させて表示を行う場合よりも、広視野角特性を実現できる。
【００３７】
　また、上記 は、外場印加時または外場無印加時に、光学波長未満の秩序構造
（配向秩序）を有することが好ましい。つまり、上記 は、光学波長未満では液
体的な等方相ではなく秩序（秩序構造、配向秩序）を持っていることが好ましい。この秩
序構造が光学波長未満であれば、光学的には等方性を示す。したがって、外場印加時また
は外場無印加時に、秩序構造が光学波長未満となる を用いることにより、外場
無印加時と外場印加時とにおける表示状態を確実に異ならせることができる。
【００３８】
　本発明の表示装置は、上記の課題を解決するために、上記いずれかの構成の表示素子を
備えていることを特徴としている。
【００３９】
　上記の構成の表示装置は、分子の配向秩序を制御することによって透過率を変化させる
表示素子であって、コントラストを向上させ、また、色付き現象を軽減した表示素子を備
えている。したがって、コントラストを向上させ、また、色付き現象を軽減した表示装置
を実現できる。
【００４０】
　また、本発明の表示素子は、上記のように高速応答性を有しているので、この高速応答
性を利用して、フィールドシーケンシャルカラー方式の表示装置に利用することもできる
。
【発明の効果】
【００４１】
　以上のように、本発明の表示素子は、上記物質層が、

を含み、
上記各基板における配向膜は、互いに直交する方向に、配向処理が施されている。
【００４２】
　それゆえ、両配向膜近傍で生じる、配向膜が生じる位相差、あるいは、配向膜に吸着し
た分子が生じる位相差の方向が、互いに直交するためにキャンセルされる。このため、こ
れらの位相差が透過率に寄与することがない。したがって、高いコントラストを得ること
ができる。
【００４３】
　また、本発明の表示素子では、外場印加時または外場無印加時に、上記 を構
成する分子を、一方の基板から他方の基板にかけて、上記分子の配向方向が順次異なって
いる捩れ構造となるように、上記分子を配向させることができる。これにより、分子が有
する屈折率の波長分散に起因する色付き現象を抑制することができる。
【００４４】
　したがって、本発明の表示素子によれば、分子の配向秩序を制御することによって透過
率を変化させる表示素子において、コントラストを向上させ、また、色付き現象を軽減さ
せた表示素子を実現できる。
【００４５】
　また、従来の液晶表示素子のように、液晶固有の粘度が応答速度に大きく影響するとい
った問題がないので、高速応答を実現することができる。
【００４６】
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　また、上記 を、電界印加によって光学的異方性の程度が変化する状態となる
温度に保つだけでよいので、温度制御が極めて容易となる。
【００４７】
　また、 における光学的異方性の程度の変化を用いて表示を行うので、液晶分
子の配向方向を変化させて表示を行う従来の液晶表示素子よりも、広視野角特性を実現で
きる。
【００４８】
　本発明の表示装置は、上記の表示素子を備えている。すなわち、分子の配向秩序を制御
することによって透過率を変化させる表示素子であって、コントラストを向上させ、また
、色付き現象を軽減させることができる表示素子を備えている。したがって、コントラス
トを向上させ、また、色付き現象を軽減した表示装置を実現できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００４９】
　本発明の一実施の形態について図に基づいて説明する。図２は、本実施の形態にかかる
表示素子（本表示素子）の概略構成を示す断面模式図である。なお、本実施形態では、電
界（外場）印加時または電界無印加時に光学的等方性（巨視的に見て等方であればよい）
を示す媒質を用いて表示を行う場合を中心に説明するが、本発明はこれに限るものではな
い。すなわち、必ずしも電界印加時または電界無印加時に光学的等方性を示す媒質を用い
る必要はなく、電界無印加時に光学的異方性を示し、電界を印加することによって光学的
異方性の程度が変化する媒質を用いてもよい。
【００５０】
　本表示素子は、駆動回路や信号線（データ信号線）、走査線（走査信号線）、スイッチ
ング素子等とともに表示装置に配されて用いられる。図７は、本表示素子を用いる表示装
置の要部の概略構成を示すブロック図であり、図８は、図７に示す表示装置に用いられる
本表示素子（表示素子２０）の周辺の概略構成を示す模式図である。
【００５１】
　図７に示すように、本実施の形態にかかる表示装置１００は、画素１０…がマトリクス
状に配された表示パネル１０２と、駆動回路としてのソースドライバ１０３およびゲート
ドライバ１０４と、電源回路１０６等とを備えている。
【００５２】
　上記各画素１０には、図８に示すように、本表示素子（表示素子２０）およびスイッチ
ング素子２１が設けられている。
【００５３】
　また、上記表示パネル１０２には、複数のデータ信号線ＳＬ１～ＳＬｎ（ｎは２以上の
任意の整数を示す）と、各データ信号線ＳＬ１～ＳＬｎにそれぞれ交差する複数の走査信
号線ＧＬ１～ＧＬｍ（ｍは２以上の任意の整数を示す）とが設けられ、これらデータ信号
線ＳＬ１～ＳＬｎおよび走査信号線ＧＬ１～ＧＬｍの組み合わせ毎に、上記画素１０…が
設けられている。
【００５４】
　上記電源回路１０６は、上記ソースドライバ１０３およびゲートドライバ１０４に、上
記表示パネル１０２にて表示を行うための電圧を供給し、これにより、上記ソースドライ
バ１０３は、上記表示パネル１０２のデータ信号線ＳＬ１～ＳＬｎを駆動し、ゲートドラ
イバ１０４は、表示パネル１０２の走査信号線ＧＬ１～ＧＬｍを駆動する。
【００５５】
　上記スイッチング素子２１としては、例えばＦＥＴ（電界効果型トランジスタ）あるい
はＴＦＴ（薄膜トランジスタ）等が用いられ、上記スイッチング素子２１のゲート電極２
２が走査信号線ＧＬｉに、ドレイン電極２３がデータ信号線ＳＬｉに、さらに、ソース電
極２４が、表示素子２０に接続されている。また、表示素子２０の他端は、全画素１０…
に共通の図示しない共通電極線に接続されている。これにより、上記各画素１０において
、走査信号線ＧＬｉ（ｉは１以上の任意の整数を示す）が選択されると、スイッチング素
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子２１が導通し、図示しないコントローラから入力される表示データ信号に基づいて決定
される信号電圧が、ソースドライバ１０３によりデータ信号線ＳＬｉ（ｉは１以上の任意
の整数を示す）を介して表示素子２０に印加される。表示素子２０は上記走査信号線ＧＬ
ｉの選択期間が終了してスイッチング素子２１が遮断されている間、理想的には、遮断時
の電圧を保持し続ける。
【００５６】
　図２に示すように、本表示素子は、対向する２枚の透明基板（基板１および２）間に、
光学変調層である誘電性物質層（物質層、誘電性液体層）３が挟持されてなる。また、基
板１および基板２における両基板の対向面（内側）には、誘電性物質層３に電界を印加す
るための電界印加手段である電極（透明電極）４および５がそれぞれ配置されている。さ
らに、電極４および５の内側には、配向膜８および９がそれぞれ備えられている。また、
基板１および２における、両基板の対向面とは反対側の面（外側）には、それぞれ偏光板
６および７が備えられている。
【００５７】
　基板１および２は、ガラス基板で構成されている。また、本表示素子における両基板間
の間隔、すなわち誘電性物質層３の厚みは５μｍである。また、電極４および５は、ＩＴ
Ｏ（インジウム錫酸化物）からなる。
【００５８】
　図３は、配向膜８および９のラビング方向および偏光板６および７の吸収軸方向を示す
説明図である。この図に示すように、配向膜８および９には、互いのラビング方向（配向
処理方向）が直交するように、ラビング処理（配向処理）が施されている。なお、配向膜
８および９は、ポリイミドからなる。
【００５９】
　また、図３に示すように、偏光板６および７は、互いの吸収軸が直交するとともに、偏
光板６の吸収軸方向と配向膜８のラビング方向とが平行となり（偏光板６の吸収軸方向と
配向膜８のラビング方向とが一致し）、偏光板７の吸収軸方向と配向膜９のラビング方向
とが平行となるように配置されている。なお、偏光板６の吸収軸方向と配向膜９のラビン
グ方向とが平行となり、偏光板７の吸収軸方向と配向膜８のラビング方向とが平行となる
ように、各偏光板を配置してもよい。
【００６０】
　誘電性物質層３には、ネガ型液晶混合物（媒質）が封入されている。このネガ型液晶性
混合物は、下記の化合物１－１（３０ｗｔ％（重量％））、化合物１－２（４０ｗｔ％）
、化合物１－３（３０ｗｔ％）からなる。
【００６１】
【化１】
　
　
　
　
　
【００６２】
【化２】
　
　
　
　
【００６３】
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【化３】
　
　
　
　
　
【００６４】
　ここで、本表示素子の製造方法について説明する。まず、基板１および２の表面に、電
極４および５を形成する。両電極４・５の形成方法は、従来の液晶表示素子の製造方法と
同様の方法を用いることができる。
【００６５】
　次に、配向膜８を、基板１上に、電極４を覆うように形成する。また、配向膜９を、基
板２上に、電極５を覆うように形成する。なお、配向膜８および９にはあらかじめラビン
グ処理を施しておく。また、配向膜８および９のラビング方向は、互いに直交するように
する。
【００６６】
　また、基板１および２の、電極４および５を形成した面とは反対側の面に、偏光板６お
よび７を貼り合わせる。この際、偏光板６および７の吸収軸が互いに直交するとともに、
偏光板６および７の吸収軸方向が配向膜８および９のいずれかのラビング方向と一致する
ように貼り合わせる。
【００６７】
　次に、基板１および２を、プラスチックビーズ等のスペーサ（図示せず）を介して、両
者の間隔（誘電性物質層３の厚さ）が５μｍとなるように調整し、シール材（図示せず）
で周囲を封じて固定する。この際、後に注入する媒質（誘電性液体）の注入口（図示せず
）となる部分は封止せずに開口させておく。なお、スペーサおよびシール材の材質は特に
限定されるものではなく、従来の液晶表示素子に用いられているものを用いることができ
る。
【００６８】
　次に、両基板間に、上記した媒質、すなわち、化合物１－１（３０ｗｔ％）、化合物１
－２（４０ｗｔ％）、化合物１－３（３０ｗｔ％）からなるネガ型液晶性混合物を注入す
る。なお、上記のネガ型液晶性混合物は、１１３℃未満でネガ型ネマチック液晶相を示し
、それ以上の温度では等方相を示す。
【００６９】
　このようにして得られた本表示素子を、外部加温装置によりネマチック－等方相の相転
移点Ｔｎ ｉ 直上近傍の温度（相転移温度よりもわずかに高い温度、たとえばＴｎ ｉ ＋０．
１Ｋ）に保ち、両電極４・５間に電圧（電界）を印加することにより、透過率を変化させ
ることができた。すなわち、誘電性物質層３に封入した媒質を、当該媒質の液晶相－等方
相の相転移点よりわずかに高い温度に保つことによって等方相状態とし、両電極４・５間
に電圧（電界）を印加することにより、誘電性物質層３の透過率を変化させることができ
た。
【００７０】
　なお、本表示素子における最大コントラストは、５００であった。ここで、最大コント
ラストとは、最大透過率を最低透過率（電界無印加時の透過率）で除した値である。すな
わち、最大コントラスト＝最大透過率／最低透過率である。また、本表示素子では、電界
を印加した場合でも、表示面の色付きはほとんど気にならない程度であった。
【００７１】
　一方、本表示素子と比較するために、配向膜８および９におけるラビング方向が異なる
以外は本表示素子と同様に作成した、比較用表示素子を用意した。図４は、この比較用表
示素子における配向膜８および９のラビング方向、および、偏光板６および７の吸収軸方
向を示している。
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【００７２】
　この図に示すように、比較用表示素子では、配向膜８および９におけるラビング方向は
互いに反平行（逆平行、平行かつ反対方向）である。この場合、電界印加時の、誘電性物
質層３に封入した媒質の分子の配向状態は、両基板付近における分子の配向方向が一方向
である、ホモジニアス構造となる。
【００７３】
　また、図４に示すように、比較用表示素子では、配向膜８および９におけるラビング方
向と偏光板６および７の吸収軸方向とが４５度の角度をなしている。なお、偏光板６およ
び７の吸収軸方向は、互いに直交している。
【００７４】
　このようにして得られた比較用表示素子を、外部加温装置によりネマチック－等方相の
相転移近傍の温度に保ち、両電極間に電界を印加した場合にも、透過率を変化させること
ができた。
【００７５】
　ただし、比較用表示素子における最大コントラストは、本表示素子より低い２５０であ
った。また、比較用表示素子では、電界を印加した際に、表示面が黄色っぽくなる色付き
現象が認められた。
【００７６】
　以上のように、本表示素子では、比較用表示素子よりも高いコントラストを得ることが
できた。これは、比較用表示素子の方が、最低透過率（電界無印加時の透過率）が高く、
電界無印加時に光漏れが生じているためである。すなわち、比較用表示素子では、以下の
２つの原因に起因して電界無印加時に光漏れが生じており、それによってコントラストの
低下を招いている。
１．ラビングされた配向膜が生じる位相差
２．配向膜に吸着した分子が生じる位相差
　一方、本表示素子では、これらの原因による光漏れは生じない。これは、以下の理由に
よる。すなわち、上記の位相差は、たとえ存在していても、両配向膜近傍（両基板近傍）
で生じる。そして、本表示素子では、配向膜８および９におけるラビング方向が偏光板６
および７の吸収軸と直交または平行であるので、これらの両基板近傍で生じる位相差は、
電界無印加時の透過率に寄与しない。
【００７７】
　また、比較用表示素子では色付き現象が認められたのに対して、本表示素子では色付き
現象は気にならない程度であった。これは、比較用表示素子における分子の配向状態は、
分子が一方向に配向するホモジニアス構造であるのに対して、本表示素子における分子の
配向状態は両基板付近の分子の配向方向が異なるツイスト構造（捩れ構造）であるためで
ある。すなわち、色付き現象は、分子が有する屈折率の波長分散に起因するものと考えら
れ、本表示素子のように分子の配向状態がツイスト構造の場合、比較表示素子のようにホ
モジニアス構造の場合よりも、波長分散の影響を受けにくいものと考えられる。
【００７８】
　ここで、本表示素子および比較用表示素子における、分子の配向状態の違いについて、
図１（ａ）、図１（ｂ）、図５（ａ）、図５（ｂ）を用いて詳しく説明する。図１（ａ）
は、本表示素子における、電界無印加時の分子の配向状態を説明するための断面模式図で
ある。また、図１（ｂ）は、本表示素子における、電界印加時の分子の配向状態を説明す
るための断面模式図である。また、図５（ａ）は、比較用表示素子における、電界無印加
時の分子の配向状態を説明するための断面模式図である。また、図５（ｂ）は、比較用表
示素子における、電界印加時の分子の配向状態を説明するための断面模式図である。
【００７９】
　図１（ａ）に示すように、本表示素子では、電界無印加時には両基板（両配向膜）との
界面付近における分子（両界面の吸着分子）が、両基板に施されたラビングの方向に沿っ
て、互いに直交するように配向する。また、図１（ｂ）に示すように、電界印加時には、

10

20

30

40

50

(11) JP 4027940 B2 2007.12.26



分子の長軸方向が、基板面に平行な方向を向くとともに、一方の基板側から他方の基板側
にかけて、基板面平行方向に順次捩れるように配向する。すなわち、本表示素子では、電
界印加によって、分子の配向状態がツイスト構造（捩れ構造）をなすようになっている。
【００８０】
　一方、図５（ａ）に示すように、比較用表示素子では、電界無印加時には両基板（両配
向膜）との界面付近における分子が、両基板に施されたラビングの方向に沿って、互いに
平行となるように配向する。また、図５（ｂ）に示すように、電界無印加時には、分子の
長軸方向が基板面に平行な方向を向くとともに、一方の基板側から他方の基板側にかけて
、分子の配向方向が一方向となるように配向する。すなわち、比較用表示素子では、電界
印加によって、分子の配向状態がホモジニアス構造をなすようになっている。
【００８１】
　このように、本表示素子は、分子の配向状態がツイスト構造であるので、屈折率の波長
分散の影響を受けにくく、色付き現象を抑制することができる。なお、本表示素子におけ
るツイスト構造は、左捩れと右捩れの両者が存在し、マルチドメインを形成している。こ
のため、ドメインの境界では透過率が下がってしまう。
【００８２】
　そこで、誘電性物質層３に封入する媒質に、あらかじめカイラル剤を添加しておいても
よい。このように媒質にカイラル剤を添加しておくことにより、左捩れまたは右捩れのい
ずれかの捩れのみとすることができるので、透過率を向上させることができる。
【００８３】
　あるいは、誘電性物質層３に封入する媒質（誘電性液体）として、その媒質自身がカイ
ラル性を有するもの（カイラル物質）を用いてもよい。この場合にも、左捩れまたは右捩
れのいずれかの捩れ構造を誘起させることもでき、透過率を向上させることができる。
【００８４】
　また、本表示素子では、配向膜８および９のラビング方向が直交しており、かつ、配向
膜８および９のラビング方向が偏光板６および７のいずれかの吸収軸方向とそれぞれ一致
している。しかしながら、このような構成に限るものではなく、配向膜８および９におけ
る互いのラビング方向が直交していれば、コントラスト向上効果は得られる。
【００８５】
　すなわち、両配向膜におけるラビング方向が直交していれば、上述の両基板近傍に存在
する電界無印加時の位相差、すなわち、ラビングされた配向膜が生じる位相差および配向
膜に吸着した分子が生じる位相差、の方向が互いに直交するのでキャンセルされ、透過率
に寄与しない。
【００８６】
　ただし、両基板近傍で発生する位相差の大きさが全く同じでないと完璧な効果は得られ
ない。例えば、両配向膜の厚さに違いが生じたり、両配向膜におけるラビング強度に違い
が生じたりすると、光漏れを完全に防止することはできず、コントラスト低下の要因とな
る。したがって、配向膜８および９のラビング方向は、それぞれ、偏光板６および７のい
ずれかの吸収軸方向と一致していることが、光漏れを確実に防止できるので好ましい。こ
れにより、コントラストをより向上させることができる。
【００８７】
　また、本表示素子では、基板１および２をガラス基板で構成したが、これに限るもので
はなく、少なくとも一方が透明な基板であればよい。また、本表示素子における両基板間
の間隔は５μｍとしたが、これに限定されるものではなく、任意に設定すればよい。ただ
し、液晶性媒質の屈折率異方性であるΔｎと誘電性物質層の厚みｄとの積は、直交ツイス
ト配向モード（いわゆるＴＮモード）の場合に光の利用効率が最大となる条件であること
が好ましい。すなわち、等方相温度領域中において発生させる位相差（Δｎ×ｄ）を、３
５０（ｎｍ）≦Δｎ×ｄ≦６５０（ｎｍ）の範囲に設定することが好ましい。なお、上記
規定における屈折率異方性Δｎは、できるだけ等方相を呈する温度に近い温度であること
が望ましい。すなわち、上記位相差（Δｎ×ｄ）の算出において、屈折率異方性Δｎは、
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前記したように、ネマティック相状態で、５５０ｎｍにて測定した値であればよいが、で
きるだけ等方相を呈する温度に近い温度において測定された値であることが好ましい。な
お、等方相を呈する温度Ｔｎｉ（Ｋ）に近く、かつ、確実にネマティック相状態となるよ
うに（安全を見て）、例えば、Ｔｋ （Ｋ）＝Ｔｎ ｉ （Ｋ）－５（Ｋ）において測定された
値であってもよい。
また、電極４および５はＩＴＯで構成されるものとしたが、これに限るものではなく、少
なくとも一方が透明電極材料であればよい。
【００８８】
　また、本表示素子では、ポリイミドからなる配向膜８および９を用いたが、これに限る
ものではない。例えば、ポリアミック酸からなる配向膜を用いてもよい。あるいは、ポリ
ビニルアルコール、シランカップリング剤、ポリビニルシンナメートなどを用いてもよい
。
なお、ポリアミック酸やポリビニルアルコールを用いる場合には、基板上にこれらの材料
を塗布して配向膜を形成した後にラビング処理を施せばよい。また、シランカップリング
剤を用いる場合には、ＬＢ膜のように引き上げ法で作成すればよい。また、ポリビニルシ
ンナメートを用いる場合には、基板上にポリビニルシンナメートを塗布した後、ＵＶ（紫
外線）照射すればよい。
【００８９】
　また、誘電性物質層３に封入する媒質は、上記した混合物に限るものではない。ただし
、誘電性物質層３に封入する媒質は、負の誘電異方性を有する棒状分子でることが望まし
い。すなわち、誘電性物質層３に封入する媒質は、分子長軸方向の誘電率が分子短軸方向
の誘電率よりも小さい（分子長軸方向の誘電率＜分子短軸方向の誘電率の）棒状分子であ
ることが望ましい。
【００９０】
　また、誘電性物質層３に封入する媒質は、液晶性化合物からなる媒質、または、液晶性
化合物を含む媒質であることがより好ましい。ここで、液晶性化合物とは、低温にすると
、例えばネマチック相やスメクチック相といった液晶相が出現する化合物である。また、
誘電性物質層３に封入する媒質は、ネガ型液晶性化合物からなる媒質、または、ネガ型液
晶性化合物を含む媒質であることが特に好ましい。
【００９１】
　また、誘電性物質層３に封入する媒質は、単一化合物で液晶性を示すものであってもよ
く、複数の物質の混合により液晶性を示すものでもよい。あるいは、これらに他の非液晶
性物質が混入されていてもよい。
【００９２】
　また、誘電性物質層３に封入する媒質は、誘電異方性が負の媒質であればよく、例えば
、特許文献１に記載してあるような液晶性物質のうち、３ＨＰＦＦと５ＨＰＦＦと７ＨＰ
ＦＦとの混合物（１，２－ジフルオロ－４－［トランス－４－（トランス－４－ｎ－プロ
ピルシクロヘキシル）シクロヘキシル］ベンゼンと、１，２－ジフルオロ－４－［トラン
ス－４－（トランス－４－ｎ－ペンチルシクロヘキシル）シクロヘキシル］ベンゼンと、
１，２－ジフルオロ－４－［トランス－４－（トランス－４－ｎ－ヘプチルシクロヘキシ
ル）シクロヘキシル］ベンゼン）とよりなる混合物）などを適用できる。あるいは、これ
らの液晶性物質に溶媒を添加したものを適用してもよい。
【００９３】
　また、誘電異方性が負の媒質であれば、電界無印加時には光学的に概ね等方であり、電
界印加により光学変調を誘起される媒質を用いてもよい。すなわち、典型的には、電界印
加に伴い分子、または分子集合体（クラスタ）の配向秩序度が上昇する物質を用いてもよ
い。
【００９４】
　また、誘電性物質層３に封入する媒質として、例えば、光学波長未満の秩序構造（配向
秩序）を有し、光学的には等方的（巨視的に見て等方であればよい）に見える液晶相を適
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用することができる。あるいは、液晶分子が光の波長未満のサイズで放射状に配向してい
る集合体で充填された、光学的に等方的に見えるような系を用いることもできる。これら
に電界を印加することにより、分子あるいは集合体の微細構造にひずみを与え、光学変調
を誘起させることができる。また、これらの媒質を用いる場合にも、配向補助材を形成し
ておくことによって分子の配向を促進できるので、低電圧で駆動することが可能となる。
【００９５】
　このような媒質として、例えば、３ＨＰＦＦと５ＨＰＦＦと７ＨＰＦＦの混合系を用い
ることができる。なお、この混合系は、負の誘電異方性を有する。
【００９６】
　上記したように、３ＨＰＦＦと５ＨＰＦＦと７ＨＰＦＦの混合系は、秩序構造が光学波
長未満であるため透明である。すなわち、電界無印加の場合には光学的に等方性を示す。
したがって、この混合系を本表示素子に適用する場合、直交ニコル下において良好な黒表
示を行うことができる。
【００９７】
　一方、上記の混合系が電界無印加時に光学的等方性を示す温度範囲に制御しながら、電
極４・５間に電界を印加すると、光学的等方性を示す構造に歪が生じ、光学的異方性が発
現する。すなわち、上記の混合系は、電界無印加状態では光学的に等方性であり、電界印
加により光学的異方性が発現する。
【００９８】
　このように、上記の構成の本表示装置では、電界を印加することによって光学的等方性
を示す構造に歪が生じ、複屈折が発生するので、良好な白表示を行うことができる。なお
、複屈折が発生する方向は一定であり、その大きさが電界印加によって変化する。また、
電極４・５間に印加する電圧（電界）と透過率との関係を示す電圧透過率曲線は、安定し
た曲線となる。すなわち、上記構成の本表示装置では、電界無印加時に光学的等方性を示
す温度範囲において安定した電圧透過率曲線を得ることができ、温度制御が極めて容易と
なる。
【００９９】
　ここで、上記の混合系のように電界印加によって分子の光学的異方性の程度が変化する
媒質を用いた場合の本表示素子と、従来の表示方式の液晶表示素子との、表示原理の相違
点について説明する。
【０１００】
　図６は、上記の混合系を用いた場合の本表示素子および従来の表示方式の液晶表示素子
における、表示原理の違いを説明するための説明図であり、電界印加時および電界無印加
時における屈折率楕円体の形状および方向を模式的に表したものである。なお、図６では
、従来の表示方式として、ＴＮ方式、ＶＡ（ Vertical Alignment、垂直配向）方式、ＩＰ
Ｓ（ In Plane Switchig、面内応答）方式における表示原理を示している。
【０１０１】
　この図に示すように、ＴＮ方式の液晶表示素子は、対向する基板間に液晶層が挟持され
ており、両基板上にそれぞれ透明電極（電極）が備えられた構成である。そして、電界無
印加時には、液晶層における液晶分子の長軸方向がらせん状に捻られて配向しているが、
電界印加時には、液晶分子の長軸方向が電界方向に沿って配向する。この場合における平
均的な屈折率楕円体は、図６に示すように、電界無印加時には長軸方向が基板面に平行な
方向を向いており、電界印加時には長軸方向が基板面法線方向を向く。すなわち、電界無
印加時と電界印加時とで、屈折率楕円体の形状は楕円であり、電界印加によって、その長
軸方向（屈折率楕円体の向き）が変化する。すなわち、屈折率楕円体が回転する。なお、
電界無印加時と電界印加時とで、屈折率楕円体の形状は、ほぼ変わらない。
【０１０２】
　また、ＶＡ方式の液晶表示素子は、ＴＮ方式と同様、対向する基板間に液晶層が挟持さ
れており、両基板上にそれぞれ透明電極（電極）が備えられた構成である。ただし、ＶＡ
方式の液晶表示素子では、電界無印加時には、液晶層における液晶分子の長軸方向が、基
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板面に対して略垂直な方向に配向しているが、電界印加時には、液晶分子の長軸方向が電
界に垂直な方向に配向する。この場合における平均的な屈折率楕円体は、図６に示すよう
に、電界無印加時には長軸方向が基板面法線を向いており、電界印加時には長軸方向が基
板面に平行な方向を向く。すなわち、電界無印加時と電界印加時とで、屈折率楕円体の形
状は楕円であり、その長軸方向が変化する（屈折率楕円体が回転する）。また、電界無印
加時と電界印加時とで、屈折率楕円体の形状は、ほぼ変わらない。
【０１０３】
　また、ＩＰＳ方式の液晶表示素子は、１つの基板上に対向する１対の電極が備えられて
おり、両電極間の領域に液晶層が形成される構成である。そして、電界印加によって液晶
分子の配向方向を変化させ、電界無印加時と電界印加時とで、異なる表示状態を実現でき
るようになっている。したがって、ＩＰＳ方式の液晶表示素子でも、図６に示すように、
電界無印加時と電界印加時とで、屈折率楕円体の形状は楕円であり、その長軸方向が変化
する（屈折率楕円体が回転する）。また、電界無印加時と電界印加時とで、屈折率楕円体
の形は、ほぼ変わらない。
【０１０４】
　このように、従来の表示方式の液晶表示素子では、電界無印加時でも液晶分子が何らか
の方向（典型的には一方向）に配向しており、電界を印加することによって、各分子の配
向方向がそろった状態で、その配向方向を一斉に変化させて表示（透過率の変調）を行っ
ている。すなわち、屈折率楕円体の形は変化しないが、屈折率楕円体の長軸方向が電界印
加によって回転（変化）することを利用して表示を行っている。また、電界無印加時と電
界印加時とで、屈折率楕円体の形はほぼ変わらない。つまり、従来の表示方式の液晶表示
素子では、可視光以上における液晶分子の配向秩序度はほぼ一定であり、配向方向を変化
させることによって表示を行っている。
【０１０５】
　これらの表示方式に対して、３ＨＰＦＦと５ＨＰＦＦと７ＨＰＦＦの混合系（電界無印
加時に光学的等方性を示し、電界印加によって光学的異方性が発現する媒質を用いる場合
）を用いた本表示素子では、電界無印加時に分子があらゆる方向を向いている。ただし、
これらの分子は、光の波長スケール未満の秩序（秩序構造、配向秩序）を有しているので
、光学的異方性が発現せず（可視光以上のスケールでの配向秩序度≒０）、図６に示すよ
うに、屈折率楕円体が従来の液晶表示素子とは異なり、球状となる。
【０１０６】
　ところが、電界を印加すると、個々の分子が負の誘電異方性を有しているため基板面内
方向（基板面に平行な方向）を向こうとして配向状態が変化する。また、この際、光学波
長未満の秩序構造（配向秩序）に歪が生じて光学的異方性（可視光以上のスケールでの配
向秩序度＞０）が発現する。なお、屈折率楕円体は、長軸方向が基板面に平行な方向を向
くとともに、一方の基板から他方の基板にかけて捩れている（ツイストしている）。この
ように、上記の混合系を用いた本表示素子では、電界無印加時には屈折率楕円体の形が等
方的（ｎｘ＝ｎｙ＝ｎｚ）であり、球状となる（光学的等方性を示す）。そして、電界印
加によって屈折率楕円体の形に異方性（下界面付近ではｎｘ＞ｎｙ、上界面付近ではｎｙ
＞ｎｘ）が発現して、屈折率楕円体が楕円になる（光学的異方性を示す）。ここで、ｎｘ
，ｎｙ，ｎｚは、それぞれ、基板面に平行かつ図６の左右方向、基板面に平行かつ図６の
奥行き方向、基板面に垂直な方向、に対する屈折率を表している。
【０１０７】
　なお、可視光以上における配向秩序度≒０（配向秩序度がほとんど無い）というのは、
可視光より小さいスケールで見た場合には、液晶分子などがある方向に並んでいる割合が
多い（配向秩序がある）が、可視光より大きいスケールで見ると、配向方向が平均化され
ていて配向秩序が無いことを意味している。
【０１０８】
　すなわち、本発明において、可視光波長以上のスケールでの配向秩序度≒０とは、配向
秩序度が可視光波長域、及び、可視光波長域より大きい波長の光に対して何ら影響を与え
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ない程度に小さいことを示す。例えば、クロスニコル下で黒表示を実現している状態を示
す。一方、本発明において、可視光波長以上のスケールでの配向秩序度＞０とは、可視光
波長以上のスケールでの配向秩序度が、ほぼゼロの状態よりも大きいことを示し、例えば
、クロスニコル下で白表示を実現している状態を示す。（この場合、階調表示であるグレ
ーも含まれる）。
【０１０９】
　また、本表示素子では、上記電界印加時の屈折率楕円体の長軸方向は、電界方向に対し
て常に垂直となる。これに対して、従来の液晶表示素子では、電界印加によって屈折率楕
円体の長軸方向を回転させて表示を行うので、屈折率楕円体の長軸方向は、電界方向に対
して常に垂直になるとは限らない。
【０１１０】
　このように、３ＨＰＦＦと５ＨＰＦＦと７ＨＰＦＦの混合系を用いた本表示素子では、
光学的異方性の方向は一定（電界印加方向は変化しない）であり、可視光以上における配
向秩序度を変調させることによって表示を行っている。すなわち、上記の混合系を用いた
本表示素子では、媒質そのものの光学的異方性（または可視光以上における配向秩序）の
程度が変化する。したがって、上記の混合系を用いた本表示素子の表示原理は、他の表示
方式の液晶表示素子と大きく異なっている。
【０１１１】
　また、上記の混合系を用いた本表示素子では、光学的等方性を示す構造に生じる歪、す
なわち、媒質における光学的異方性の程度の変化を用いて表示を行うので、液晶分子の配
向方向を変化させて表示を行う従来の表示方式の液晶表示装置よりも、広視野角特性を実
現できる。さらに、上記の混合系を用いた本表示装置では、複屈折が発生する方向が一定
であり、光軸方向が変化しないため、より広い視野角特性を実現できる。
【０１１２】
　また、上記の混合系を用いた本表示装置では、微小領域の構造（例えば結晶のような格
子）の歪によって発現する光学的異方性を用いて表示を行っている。このため、従来方式
の表示原理のように、液晶固有の粘度が応答速度に大きく影響するといった問題がなく、
１ｍｓ程度の高速応答を実現することができる。すなわち、従来方式の表示原理では液晶
分子の配向方向の変化を利用していたため、液晶固有の粘度が応答速度に大きく影響して
いたが、上記の混合系を用いた本表示装置では、微小領域の構造（秩序構造、配向秩序）
の歪を利用するため、液晶固有の粘度の影響が小さく、高速応答を実現することができる
。したがって、本表示素子は、その高速応答性を利用して、例えばフィールドシーケンシ
ャルカラー方式の表示装置に適用することもできる。
【０１１３】
　また、本表示素子は、基板面法線方向に電界を印加する構成（縦電界）、誘電性物質層
３に封入する媒質としてネガ型液晶を用いる構成（ネガ型液晶）、両基板に備えられる配
向膜のラビング方向を直交させる構成（ツイストラビング）を基本構成とするものである
、と表現することもできる。
【０１１４】
　また、本表示素子を用いて表示装置を形成することにより、電気光学効果を利用した表
示素子において、コントラストを向上させ、色付き現象を抑制した表示装置を提供するこ
とができる。
【０１１５】
　また、本発明をカー効果を利用した表示装置に適用することにより、高速応答性を示す
とともに、コントラストを向上させ、色付き現象を抑制できるので、その実用的価値は極
めて高い。
【０１１６】
　また、本発明は、高速応答で広視野の表示性能を持つ表示素子に関するものである、と
表現することもできる。
【０１１７】
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　また、本実施の形態においては、上記媒質の光学的異方性の程度を変化させる手段とし
て、主に、電界の印加を例に挙げて説明したが、本発明はこれに限定されるものではなく
、電界以外の外場を印加することにより、外場印加時と無印加時とで、光学的異方性の程
度を変化させてもよい。
【０１１８】
　例えば、電界を印加する代わりに、磁場を印加するようにしてもよい。すなわち、本発
明にかかる表示素子は、少なくとも一方が透明な一対の基板間に挟持された媒質に、外場
を印加することによって表示を行う表示素子であって、上記媒質は、外場を印加すること
によって光学的異方性の程度が変化するものであり、上記各基板における配向膜は、互い
に直交する方向に、配向処理が施されている構成であってもよい。
【０１１９】
　この場合、媒質の磁気異方性を用いることにより、磁場印加時と無印加時とで媒質の光
学的異方性の程度を変化させることになる。このため、媒質としては、磁化率の異方性の
大きいものが好ましい。
【０１２０】
　有機分子の場合、磁化率への寄与のほとんどは反磁性磁化率によるものなので、磁界の
変化によってπ電子が分子内で環状に運動できる場合に、その絶対値が大きくなる。した
がって、例えば分子内に芳香環がある場合に、磁界の方向に対して芳香環が垂直に向くよ
うな場合に磁化率の絶対値が大きくなる。この場合、芳香環の水平面方向の磁化率の絶対
値は垂直方向に比べて小さいので、磁化率の異方性が大きくなる。よって、媒質は分子内
に６員環などの環状構造があるものが好ましい。
【０１２１】
　また、磁化率の異方性を上げるには媒質内の電子スピンを配列させることも好ましい。
分子内にＮやＯやＮＯのラジカルの電子スピンを導入することにより、分子が安定なスピ
ンを持つことができる。スピンを平行に配列させるためには、例えば平面上の共役系分子
を積み重ねることにより実現できる。例えば、中心のコア部分が積み重なりカラムを形成
しているディスコチック液晶が好適である。
【０１２２】
　また、上記媒質の光学的異方性の程度を変化させるための外場として、光を用いること
もできる。この場合、外場として用いる光の波長は特に限定されるものではないが、例え
ばＮｄ：ＹＡＧレーザーで５３２ｎｍの光を発振させて媒質に照射することにより、媒質
の光学的異方性の程度を変化させることができる。
【０１２３】
　この場合に用いる媒質は、特に限定されるものではなく、光照射により光学的異方性の
程度が変化する媒質であればよい。例えば、上記した電界を用いる場合の各媒質例と同様
のものを用いることができる。一例として、上記したペンチルシアノビフェニル（５ＣＢ
）を用いてもよい。
【０１２４】
　また、外場として光を用いる場合、媒質中に色素が少量含まれていることが好ましい。
色素を少量添加することにより、色素を添加しない場合に比べて、光学的異方性の程度の
変化が大きくなる。なお、媒質中における色素の含有量は０．０１ｗｔ％以上、５％未満
であることが好ましい。０．０１％未満だと、色素の量が少ないために光学的異方性の程
度の変化にほとんど寄与せず、５％以上だと励起光が色素に吸収されてしまうからである
。
【０１２５】
　例えば、ペンチルシアノビフェニル（５ＣＢ）をそのまま媒質として用いてもよいが、
この物質に色素を加えたものを媒質として用いてもよい。加える色素としては特に限定さ
れるものではないが、色素の吸収帯が励起光の波長を含むものが好ましい。例えば、１Ａ
ＡＱ（ 1-amino-anthroquinone、アルドリッチ（ Aldrich）社製、下記化学構造式参照）を
加えてもよい。
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【０１２６】
【化４】
　
　
　
　
　
　
　
　
【０１２７】
　ペンチルシアノビフェニル（５ＣＢ）に、１ＡＡＱを０．０３％加えることにより、光
励起による光学的異方性の程度の変化は、１ＡＡＱを加える前に比べて１０倍程度大きく
なった。
【０１２８】
　また、上記表示素子において、上記光学的異方性を発生させる手段としては、上記した
ように、例えば電界、磁場、光等が挙げられるが、そのなかでも、電界が、上記表示素子
の設計および駆動制御が容易であることから好ましい。
【０１２９】
　したがって、上記表示素子は、外場印加手段として、例えば、電極等の電界印加手段や
、電磁石等の磁場印加手段等を備えていてもよく、上記外場印加手段としては、上記表示
素子の設計および駆動制御の点から、電界印加手段であることが好ましい。
【０１３０】
　なお、本発明において、上記外場印加手段としては、外場の印加前後で上記媒質の光学
的異方性の程度を変化させることができるものであれば特に限定されるものではなく、上
記外場印加手段としては、電極等の電界印加手段や、電磁石等の磁場印加手段の他に、レ
ーザ装置、例えば上記Ｎｄ：ＹＡＧレーザ等の光照射手段（励起光生成手段）等を用いる
ことができる。
【０１３１】
　よって、本発明において、上記外場印加手段は、上記表示素子自身が備えていてもよく
、上記表示素子とは別に設けられていてもよい。
【０１３２】
　つまり、本発明にかかる表示装置は、上記外場印加手段が設けられた表示素子を備える
ものであってもよく、上記表示素子とは別に上記外場印加手段を備えているものであって
もよい。言い換えれば、上記表示装置は、本発明にかかる上記表示素子と、該表示素子に
おける媒質に外場を印加する外場印加手段とを備えている構成を有していてもよい。
【０１３３】
　また、本発明の表示素子では、光学的異方性の程度が変化する媒質として、例えば、外
場を印加することによって秩序構造（配向秩序）が変化し、光学的異方性の程度が変化す
るものを用いることができる。例えば、外場印加時または無印加時に光学波長以下の秩序
構造を有し、外場印加によって秩序構造が変化して光学的異方性の程度が変化する媒質を
用いてもよい。あるいは、外場無印加時に光学的異方性を示す秩序構造を有し、外場印加
によって秩序構造が変化して光学的異方性の程度が変化する媒質を用いてもよい。つまり
、本発明の表示素子は、少なくとも一方が透明な一対の基板間に挟持された媒質に外場を
印加することによって表示を行う表示素子であって、上記媒質は、外場を印加することに
よって秩序構造が変化して光学的異方性の程度が変化するものであってもよい。
【０１３４】
　なお、本発明において、外場の印加により媒質の光学異方性の程度が変化するとは、前
記したように、外場の印加に伴って屈折率楕円体の形状が変化することを示す。例えば、
上記したように外場無印加時に光学的等方性を示し、外場を印加することによって光学的
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異方性の程度が変化する場合、つまり、外場を印加することによって光学的異方性が発現
する場合、屈折率楕円体の形状は、外場の印加により、球状から楕円に変化する。また、
上記媒質が外場無印加時に光学的異方性を示し、外場印加時に光学的等方性を示す場合、
屈折率楕円体の形状は、外場の印加により、楕円から球状に変化する。また、上記媒質が
、外場無印加時に光学的異方性を示し、外場を印加することによって、外場印加前と比較
して光学的異方性の程度が大きくなるか、あるいは、小さくなる場合、屈折率楕円体の長
軸方向あるいは短軸方向の長さが外場の印加により伸縮し、外場印加前後で長軸および短
軸の割合が変化する（この結果、例えば曲率が変化する）。これにより、例えば、外場印
加後に光学的異方性の程度がより大きくなる場合、外場印加により、外場印加前（外場無
印加時）よりも短軸方向の長さに対する長軸方向の長さの比率がより大きな楕円となる。
また、外場印加後に光学的異方性の程度がより小さくなる場合、外場印加により、外場印
加前（外場無印加時）よりも短軸方向の長さに対する長軸方向の長さの比率がより小さな
楕円（つまり、上記比率が１に近づく（ほぼ球状も含む））となる。
【０１３５】
　この場合、液晶分子の配向方向の変化を利用する従来の液晶表示素子のように液晶固有
の粘度が応答速度に大きく影響することがないので、従来の液晶表示素子よりも高速応答
を実現できる。
【０１３６】
　また、この場合、上記媒質を、外場印加時または外場無印加時に所定の秩序構造を示す
状態（外場を印加することによって秩序構造に歪みが生じ、光学的異方性の程度が変化す
る状態）となる温度に保つだけでよいので、温度制御を容易にすることができる。つまり
、例えば上記した特許文献１に記載されているような、電界印加による有極性分子におけ
る電子の偏りを利用する従来の電気光学効果を利用した表示装置では、駆動温度範囲が液
晶相の相転移点近傍の温度に制限され、極めて高精度な温度制御が必要であるという問題
があった。これに対して、上記の構成によれば、上記媒質を、外場印加時または外場無印
加時に所定の秩序構造を示す状態となる温度に保つだけでよいので、温度制御を容易にす
ることができる。
【０１３７】
　また、本発明の表示素子に用いられる媒質は、外場を印加することによって光学的異方
性の程度が変化するものであればよく、必ずしもカー効果を示す媒質、すなわち電界の２
乗に比例して屈折率が変化する媒質である必要はない。
【０１３８】
　また、本表示素子は上述したところによると、基板面法線方向に電界を印加する構成（
縦電界）、誘電性物質層３に封入する媒質としてネガ型液晶を用いる構成（ネガ型液晶）
、両基板に備えられる配向膜のラビング方向を直交させる構成（ツイストラビング）を基
本構成とするものである、と表現したが、この構成に加えて例えば外場印加時における媒
質を構成する分子のツイスト配向をより効率よく発現させるべく、分子の配向状態を高分
子ネットワーク（ポリマーネットワーク）で予め安定化しておいてもよい。この場合の実
施例について以下に説明する。
【０１３９】
　誘電性物質層３に３ＨＰＦＦ、５ＨＰＦＦ、７ＨＰＦＦの混合系液晶に例えば、液晶性
モノマーであるＵＣＬ００１（商品名、ＤＩＣ (大日本インキ化学 )社製、下記２つの化学
構造式からなる物質の等量（等重量）混合物）
【０１４０】
【化５】
　
　
　
【０１４１】
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【化６】
　
　
　
【０１４２】
と、架橋剤 (Cross linker)としてジアクリレートモノマーＲＭ２５７（商品名、メルク (M
erck)社製、下記化学構造式）
【０１４３】
【化７】
　
　
　
【０１４４】
と、重合開始剤 (Photo initiator)としてＤＭＰＡＰ（ 2,2-dimethoxy-2-phenyl acetophe
non、アルドリッチ (Aldrich)社製、下記化学構造式）
【０１４５】
【化８】
　
　
　
　
　
　
　
　
【０１４６】
とを、以下に示す割合で混合する。
【０１４７】
　　ネガ型液晶材料 (3HPFF,5HPFF,7HPFFの混合系、混合比は既述 )：９５．８ｗｔ％
　　ＵＣＬ００１：３．０ｗｔ％
　　ＲＭ２５７　：１．０ｗｔ％
　　ＤＭＰＡＰ　：０．２ｗｔ％
　上記のように混合した液晶材料とモノマー等との混合系を、本実施形態にかかる表示素
子のセルに注入した。上記のモノマー、重合開始剤を添加した混合系のＴｎ ｉ （ネマチッ
ク－等方相相転移温度）は液晶単独の場合とほとんど同じ、すなわち１１３℃であった。
そして、１１３℃よりも低い温度では誘電性物質層３はネマチック相状態を呈し、本実施
形態では両基板の配向膜を互いに直交方向に配向処理を施しているので、一方の基板面か
ら他方の基板面に向かって分子の配向方向が９０度捩れたツイスト配向を示す。
【０１４８】
　このネマチック相状態（例えば誘電性物質層３を１０３℃（Ｔ＝Ｔｎ ｉ －１０（ K））
の温度に保った状態）で、紫外線照射を行った。紫外線の照度は３６５ｎｍの波長におい
て１．０ mＷ／ｃｍ２ とし、照射時間は１０分とした。
【０１４９】
　その後、上記の表示素子を１１３℃よりも高い温度である、等方相温度域に上げて電気
光学特性の測定を行った。その結果、上記のような高分子安定化を全く施していない表示
素子では約１Ｋ程度の狭い温度範囲しか透過率変化が得られなかったものが、上記のよう
な高分子安定化を施した表示素子では約５Ｋ程度まで透過率変化が検出され、高分子ネッ
トワークによって電界印加時のツイスト配向がより発現し易い環境を形成させることがで
きた。
【０１５０】
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　なお、上記した液晶材料とモノマー等との混合系における混合比は一例であり、上記の
数値に限定されるものではない。また、ホストとして用いる液晶材料や添加するモノマー
等の種類は上記した例に限るものではない。ホストとして用いる液晶材料や添加するモノ
マー等の種類によって最適な混合比は異なるので、使用する物質に応じて適切な混合比を
適宜設定すればよい。ただし、誘電性物質層３に封入した媒質が光学的等方性を示す場合
に、高分子ネットワーク（ポリマーネットワーク）が可視光に対して影響を与えないよう
にモノマー添加量を設定することが好ましい。例えば、本実施形態のように、電界無印加
時に光学的等方性を示す媒質に、電界を印加することによって光学的異方性（９０度ツイ
スト配向）を発現させることでスイッチングさせる場合、電界無印加時に高分子ネットワ
ークが可視光に影響を与えないようにすることが好ましく、そのような要請からモノマー
添加量を設定することが好ましい。
【０１５１】
　本発明は上述した実施の形態に限定されるものではなく、請求項に示した範囲で種々の
変更が可能である。すなわち、請求項に示した範囲で適宜変更した技術的手段を組み合わ
せて得られる実施の形態についても本発明の技術的範囲に含まれる。
【産業上の利用可能性】
【０１５２】
　本発明の表示素子および表示装置は、テレビやモニター等の画像表示装置や、ワープロ
やパーソナルコンピュータ等のＯＡ機器、あるいは、ビデオカメラ、デジタルカメラ、携
帯電話等の情報端末等に備えられる画像表示装置に、広く適用することができる。また、
本発明の表示素子および表示装置は、高速応答性を有しているので、例えばフィールドシ
ーケンシャルカラー方式の表示装置にも好適である。
【図面の簡単な説明】
【０１５３】
【図１】（ａ）は、本発明の一実施の形態にかかる表示素子における、電界無印加時の分
子の配向状態を説明するための断面模式図である。（ｂ）は、本発明の表示素子における
、電界印加時の分子の配向状態を説明するための断面模式図である。
【図２】本発明の一実施の形態にかかる表示素子の、概略構成を示す断面模式図である。
【図３】本発明の一実施の形態にかかる表示素子における、配向膜のラビング方向および
偏光板の吸収軸方向を示す説明図である。
【図４】比較用表示素子における、配向膜のラビング方向および偏光板の吸収軸方向を示
す説明図である。
【図５】（ａ）は、比較用表示素子における、電界無印加時の分子の配向状態を説明する
ための断面模式図である。（ｂ）は、比較用表示素子における、電界印加時の分子の配向
状態を説明するための断面模式図である。
【図６】本発明の一実施の形態にかかる表示素子と、従来の液晶表示素子とにおける、表
示原理の違いを説明するための説明図である。
【図７】本発明の一実施の形態にかかる表示素子を用いる表示装置の要部の概略構成を示
すブロック図である。
【図８】図７に示す表示装置に用いられる表示素子の周辺の概略構成を示す模式図である
。
【符号の説明】
【０１５４】
　１、２　　基板
　３　誘電性物質層
　４、５　　電極
　６、７　　偏光板
　８、９　　配向膜
　２０　　表示素子
１００　　表示装置
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】 【 図 ５ 】
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【 図 ６ 】 【 図 ７ 】

【 図 ８ 】
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